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要 約

農林水産分野ではこれまで外需への対応の 1つとして日本産品の輸出が各産地で取り

組まれてきた。本稿では、台湾向け梨花芽穂木の輸出について新潟県の取り組みを事例

に、そこに内在する課題を整理した。福島第一原子力発電所事故の発生により、台湾向

け梨花芽穂木の輸出では、出荷量で大きなシェアを占めていた産地の中で、輸出の継続

が困難になる産地が生まれるといった変動があった。新潟県は同事故の発生後でも輸出

を継続しており、同県の取り組みが輸出全体に与える影響は大きくなったと推測され

る。そうした状況下で、JA 全農にいがたは台湾への需要が特に大きい新興を中心とし

た輸出を維持するため、県内梨生産者に対して出荷するよう促す一方で、台湾に対して

も現状の把握のためのコミュニケーションを継続している。
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1．はじめに

日本産農林水産物・食品の輸出とそれによる外需獲得が叫ばれ始めて久しい。日本の農政は守

りから攻めへと方針を転換させ、農産物の輸出は攻めの農政の主軸とされてきた。輸出拡大に対

する機運が全国的に高まった結果、攻めの農政への転換以降、輸出額は増加傾向を示し、2018

年の輸出額は 9,068億円になっている。この背景には、将来予想される日本のさらなる人口減少

とそれに伴う国内市場の縮小の可能性という国内的要因と、海外の一部地域での所得向上や FBI

戦略に代表される日本食の世界規模での普及という国際的要因がある。消費財の輸出をみると、

米国のみならず、中国、香港、台湾といった東アジア地域の市場も比較的近距離であることや高

所得者層の需要が一定程度見込めることからこれまで輸出先として注目されてきた。農業生産法

人や農協といった一次産品の輸出に着手している一部の輸出主体にとって、主たる出荷先は国内

市場であることに変わりはないが、今後、上記地域を中心とした輸出はさらに重要になろう（1）。

ただし、これまで日本から輸出されてきたのは最終消費財だけではない。輸出先地域での農業

生産に資する生産財も輸出されている。言うまでもなく、こうした生産財は最終消費財とは直接

その財を欲する実需者が異なり、輸出先での消費実態だけではなく、気候条件も含めた生産状況

にも大きく関わる。そのため、輸出品目は限定され、最終消費財とは別個に輸出にかかる課題を

検討する必要がある。例えば、生産財としては野菜の種子などが輸出されてはいるものの、一部

の種苗企業は外需獲得のために輸出のみならず大きな市場の獲得が見込める諸外国・地域におい

て現地法人を設立し、現地の契約農家で品種改良をした種子の適合性について試験する場合もあ

る。それは、現地に拠点を構築することで、品種改良をした種子などの試験をする上で必要にな

る契約農家との関係構築や、現地の土壌や気候といった環境条件に適合した生産性の高い品種へ

の改良に関する情報のフィードバックがしやすくなるからである。しかし、こうした日本産品の

輸出と現地生産の併存、または前者から後者へのシフトとは異なる論理で供給される品目もあ

る。つまり、現地生産では十分な需要を満たせないため輸出を継続する必要がある品目で、梨花

芽穂木もその 1つである。

一次産品の輸出を継続する場合、グローバル経済の進展に伴う輸出先市場での多国間競争のみ

ならず日本国内での産地間競争も検討していく必要があるだろう。というのも、これまで外需の

取り込みを図るため、日本の各輸出主体または産地において品目別、輸出先地域別にみた輸出戦

略の多角化が進展してきたが（2）、複数産地で同一品目を同一地域へ輸出するという状況もみられ

てきたからである。

さらに、2011年に発生した東日本大震災とそれに伴う福島第一原子力発電所事故（以下、原

発事故と表記）による輸出先地域での規制措置の影響もあり、それぞれの輸出先地域で輸出が許

可される産地が異なっている。これまで各輸出先との交渉で規制措置が解除または緩和された
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ケースはあるものの、2019年時点で変化がない輸出先も少なくない。こうした状況下では、輸

出産品の産地再編と新たな産地間競争が生まれていることも考えられる。そこで、本稿では輸出

品目の中でも梨花芽穂木に注目し、新たな産地間競争の中での産地組織が抱える課題について考

察する。生産財としての梨花芽穂木は、これまで主として台湾に輸出されてきたが、2011年以

降、出荷産地は大きく変動している。こうした農業分野における生産財の輸出の在り方に関する

研究成果はりんごや梨といった最終消費財に焦点を当てた研究と比較すると少ない（3）。特に梨花

芽穂木に注目した成果としては、古関（2012）や佐藤（2013）がある。古関（2012）は、梨花芽

穂木の輸出先である台湾で同品目の輸入が始まった経緯と実需者である台湾の梨生産者の梨花芽

穂木を使った生産状況を明らかにしている。佐藤（2013）では、日本国内産地での梨花芽穂木の

輸出に伴う取り組みとその課題について植物検疫の側面から考察している。しかし、これらの成

果は、2011年以前の実態に基づくものであり、同年以降の産地再編などでの影響については未

だ検証されていない。上述したように、2011年以降、日本での産地間競争は大きく変動してお

り、この現状を把握することは、今後の輸出継続を図る上では不可欠になる。

以下では次の構成で課題に接近する。まず 2において日本産梨花芽穂木が輸出される背景につ

いて台湾の生産状況を中心に整理する。3では日本国内産地が原発事故を経てどのように変容し

たのかについて明らかにし、4では 3の内容に基づき梨花芽穂木の輸出の意義と課題について言

及し、5で今後の展望と残された課題を示したい。なお、本稿では事例として新潟県の取り組み

に焦点を当てるが、その内容については 2019年 2月に実施した JA 全農にいがたへのヒアリン

グ調査に基づく。

2．梨花芽穂木が輸出される背景

2.1．梨花芽穂木の概要
本稿で焦点を当てる梨花芽穂木とは、花芽を持った梨の枝木である。言うまでもなく、梨には

二十世紀、新興、新高、幸水、豊水といった品種があり、出荷時期や糖度が異なる。生産者にと

っては、消費者の需要に即した品種の生産を推進していく必要がある。通常、どの品種が結実す

るのかは台木の品種で決まる。しかし、果実の場合、枝を切断し切断箇所で新たに別の品種の枝

木を接着させることで、台木とは異なる品種で結実させ、なおかつ育種にかかる時間を短縮させ

ることができる。ただし日本国内市場を見た場合、花芽穂木が商材となることはほとんどない。

それは、品種の保存や他産地への移植といったように用途が限られるからである。果実の生産過

程で剪定作業は必要になるため枝木はどうしても発生するものであるが、日本国内では実需者が

少ないのである。そのため、外需を視野に入れない場合は、各生産者で廃棄物として処分される

ことになる。そのような状況下で、梨については花芽穂木が台湾へ輸出されている。

梨生産者が花芽穂木を輸出する場合、花芽穂木の枝部分の長さや 1本当たりの花芽数が規定に
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より決められている。例えば、後述するように新潟県も梨花芽穂木を輸出しているが、JA 全農

にいがたの資料によると、輸出される梨花芽穂木は、新興、豊水、幸水で、穂木の長さが 20 cm

以上、55 cm 以下のもの（4）、芽の数が頂芽を含み 4個以上または頂芽を含まず腋芽 3個以上のも

のというように規定されている。

2.2．輸出先における需要
日本産梨花芽穂木の輸出先はほぼ台湾に限定されている。表 1は 1990年以降の日本産挿穂及

び接ぎ穂の輸出量と輸出額を示したものである（5）。輸出された挿穂及び接ぎ穂は数量、金額とも

に 2010年までは増加傾向にあり、その後、輸出総量は 600～800万本、輸出総額は 2億円前後で

推移していることが分かる。そして、その中でも台湾向け輸出は、ほとんどの年で 95％以上を

占めている。このように挿穂及び接ぎ穂の輸出において台湾向け輸出が多くを占めているのは、

台湾の梨生産者の需要と環境という特殊な条件の下で成立している輸出だからである。台湾の梨

生産者において梨花芽穂木の需要が生まれたのは、台湾における品種別産地価格の差と域内の自

然環境による要因があったためである。ここではそれぞれの要因について整理したい。行政院農

業委員会「農産品生産量値統計」によると、台湾の梨生産量は、2010年 17万 4,857.8 t、2011年

表 1 日本産挿穂及び接ぎ穂の輸出量・金額の推移（単位：万本，億円）

註 1：括弧内の数値は，輸出総量（金額）に占める台湾向け輸出量（金額）の比率である。
註 2：数値については，輸出量・金額ともに小数第 2位で四捨五入した。
註 3：表中の数値は，「貿易統計」の統計品目表における「その他の生きている植物（根を含む。）、挿穂、

接ぎ穂及びきのこ菌糸 －根を有しない挿穂及び接ぎ穂（0602.10-000）」のものである
資料：財務省「貿易統計」より作成。（2019年 10月 10日参照）
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15万 0,012.9 t、2012年 13万 7,911.4 t と減少していたが、その後は増減を繰り返し 2018年は 11

万 8,648.8 t となっている。台湾における主な梨産地は台中市と苗栗県であり、2018年の生産量

を市県別にみると、台中市が 7万 8,214.5 t（台湾総生産量の 65.9％）、苗栗県が 3万 3,073.5 t

（同 27.9％）というように両地域とも大きなシェアを占めている。こうした産地では、横山梨、

新興、新世紀、豊水、幸水といった品種の梨が生産されているが、品種により産地価格が異なっ

ている。図 1は品種別梨平均産地価格の推移を表したものである。統計の制約により抽出できな

い品目と年があるが、この図から横山梨は他の品種よりも低い価格で推移していることが分か

る（6）。

横山梨は赤梨系の台湾在来種である。花芽には年間での一定の寒暖差が必要であるが、横山梨

の生産には寒暖差は他品種ほど求められない。こうした特徴から台湾では、新興、新世紀、幸水

などが 1,500 m 以上の高冷地で栽培され、横山梨は低暖地で栽培されている。その一方で、横山

梨は高冷地で生産される品種より栽培面積は大きいが、形、糖度、含水率の点で劣るので安価に

なっているという特徴ももつ（7）。そのため、横山梨を生産してきた生産者にとっては、こうした

横山梨と他品種との価格差は経営面での大きな課題となり、農業生産による収益増加を図るため

には、品種を転換することも考えられる。そこで、横山梨の生産者を中心に、台湾において梨花

図 1 台湾における品種別梨平均産地価格の推移
資料：行政院農業委員会農糧署「農産品價格査詢系統（http : //apis.afa.gov.tw/pagepub/AppMainGuest.aspx）」

より作成。（2019年 10月 21日参照）
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芽穂木の需要が生まれ、1986年に日本からの輸入が開始されたのである（8）。先述のように、梨

花芽穂木は台木に接ぎ木することで、台木とは異なる品種の梨を結実させることができる。しか

し、接ぎ木しても、次年度以降はその梨花芽穂木からは結実しないため、次年度は新しい梨花芽

穂木を購入し接ぎ木しなければならない。こうしたことから横山梨の生産者を中心とする他品種

の梨を生産したい者は、毎年、梨花芽穂木を調達する必要がある。台湾では横山梨よりも生産面

積は小さいが、新興、新世紀、幸水といった品種が生産されている一方で、日本から輸入する場

合、台湾域内での調達と比較すると高コストになり、さらには植物検疫などの非関税障壁の影響

を受ける。それにもかかわらず日本からの輸入が継続されているのは、台湾で調達できる新興な

どの梨花芽穂木の数量では、需要を十分に満たすことができないからである。台湾で接ぎ木によ

る梨生産が開始された当初は、日本産ではなく台湾域内から調達した梨花芽穂木を使用してい

た。（財）中央果実基金（1998）によると、接ぎ木による梨生産は、1975～76年に台中県の梨生

産者が横山梨に新世紀を接ぎ木したことから始まり、その経済効果が良好であったことから、接

ぎ木による生産が台中県以外にも拡大したとのことである。これにより高冷地で生産されていた

梨花芽穂木では需要量に追いつかなくなったのである。以上の背景から、台湾の梨生産者におい

て継続した日本産梨花芽穂木の輸入に対する需要が生まれた。

2.3．台湾における梨市場
梨花芽穂木は台湾における日本品種の梨の生産財と言え、梨花芽穂木の需要及び輸出の変動は

台湾での梨の需要と密接に関わっている。台湾の梨市場をみると、前述のように台湾では自地域

で梨を生産しているが、それだけではなく日本や韓国からも輸入している。梨花芽穂木を接ぎ木

して結実させたものは、日本と同じ梨であることから、こうした輸入梨は、梨花芽穂木により生

産された梨と競争関係にあるとも考えられる。そこで、次に台湾の梨市場の中で日本産をはじめ

とする輸入梨がどのような位置づけにあるのかについて整理したい。

台湾では、2002年の WTO 加盟後に日本の梨輸出が拡大し、2018年では日本産農林水産物・

食品全体からみても、香港、中国、米国に次ぐ第 4位の輸出先となっていた（9）。日本産梨のみを

みると 2011年以前では、鳥取県、長野県、佐賀県、新潟県などが輸出していた。しかし、2011

年に発生した東日本大震災と原発事故により、梨も含め日本産農林水産物・食品の輸出には、諸

外国・地域で規制措置が講じられることになった。例えば、梨を台湾へ輸出する場合、福島県、

茨城県、栃木県、群馬県、千葉県の産品は輸出が認められておらず、その他の産地の場合、①地

方公共団体を含む政府、②商工会議所など政府が授権した機関、③公的機関に確認を受けた業者

などのいずれかによる産地証明書が求められている。これらは原発事故発生前にはなかった要求

であり、一部の国・地域で輸入規制の解除または緩和が発表されているものの、台湾の上記要求

は同事故の発生後も継続されていることから、依然として輸入規制への対応は日本国内において

不可欠になっている。しかし、原発事故の影響は大きく、輸出が許可されている産地と許可され
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ない産地に分かれ、前者であっても輸出する際には日本国内では上述の産地証明書が求められて

いるほか、輸出先である台湾でも輸入検査を受けることになる。さらに、台湾は WTO 加盟後に

多国間競争が激化していると捉えられる。図 2は台湾における梨の国別輸入量と単価の推移を表

したものである。梨の輸入は 2002年前後で輸入量、輸出国の構成が大きく変わっている。加盟

以前はほとんどが米国産であったのに対し、加盟後は輸出が急増した韓国産が大きなシェアを占

めるようになったのである。その中で、日本産に注目すると、他国産と比べて輸出単価が突出し

ていることが分かる。2018年の主な輸出国の 1 t 当たりの単価では、韓国産が 1,963.9ドル／t、

米国産が 1,384.6ドル／t、ニュージーランド産が 1,863.2ドル／t であるのに対し、日本産は

5,408.7ドル／t と、他国産の 2倍以上の価格で推移しているのである。この傾向は、原発事故前

後を比べても大きく変化してはいない。2011年には輸出単価が前年の 2,928.0ドル／t から

2,424.0ドル／t へと低下しているものの、その後は 2012年に 3,468.4ドル／t となり原発事故以前

よりもさらに高くなっている。台湾における輸入梨市場は、数量ベースでみれば韓国産が 74％

を占め、日本産は大きなシェアを占めているとは言えないが、高価格で取引されていることが分

図 2 台湾における梨の輸入量と単価
資料：行政院農業委員会「農業統計資料査詢（http : //agrstat.coa.gov.tw/sdweb/public/trade/tradereport.aspx）」

より作成。（2019年 10月 21日参照）
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かる。佐藤（2013）では、2007年時点のものではあるが、台湾の高級百貨店や伝統市場などで

の梨の販売状況が示されており、同成果より比較的多く高所得者層が利用すると推測される高級

百貨店では日本産をはじめとする輸入梨と台湾産梨の双方を取り扱っていることが明らかにされ

ている。以上から、日本産梨は他国産と比較すると高価格であるがゆえにその主な消費者は高所

得者層であることが推測でき、日本産を扱う小売店も高級百貨店が主になると言える。ここだけ

を切り取ってみると、現在、日本が推し進めている日本産農林水産物・食品の輸出というのは、

輸出先市場の中でも一部の市場を対象としていると捉えられる。しかし、梨の場合は本稿で焦点

を当てる梨花芽穂木も輸出しているため、日本の梨産地の取り組みが台湾市場に与える影響は最

終消費財である果実の供給だけではなくなる。

3．原発事故発生後の日本産梨花芽穂木の輸出産地

3.1．梨花芽穂木の産地構造
次に梨花芽穂木の輸出において日本国内産地はどのような構造になっているのかについて整理

したい。現在、日本において梨花芽穂木の輸出に取り組んでいる産地は限られているが、本稿で

は新潟県の取り組みを事例とする。特に東日本大震災以降、日本国内産地は輸出にあたり輸出先

国・地域が講じた規制措置により輸出に対する新たな取り組みの付加を余儀なくされてきた。そ

の中で原発事故の発生以降でも新潟県は梨花芽穂木の輸出を継続しており、後述するように日本

国内産地の中でも大きなシェアを占めていると推測されるからである。

梨花芽穂木も、輸出にあたっては日本と台湾双方において植物検疫検査を受ける必要がある。

台湾の行政院農業委員会は 1990年に梨花芽穂木に関する輸入検疫条件である「梨接ぎ穂輸入検

疫作業辨法」を設け、梨花芽穂木の輸出産地に対し、この条件をクリアすることを要求してい

る（10）。この辨法では、台湾の動植物防疫検疫局が、毎年、事前に輸出国の植物防疫検疫機関と

合同で、輸出用梨花芽穂木の生産園地において、その園地が台湾の輸入検疫条件をクリアできて

いるかどうかについて調査するとされている（11）。そして、合格した生産園地は、日本において

輸出用梨花芽穂木の採取園地台帳に登録される。さらに 2006年には登録生産園地で採取された

梨花芽穂木のみ輸出することが可能になった。これら登録生産園地は、毎年、台湾の動植物防疫

検疫局と農林水産省の検査官による査察を受けることが義務付けられている。その際には、当年

の梨花芽穂木について生産者に対するヒアリングと検査官の目視により検査されることになって

いる。図 3は台湾向け梨花芽穂木の栽培地検査での合格本数の推移を県別に表したものであ

る（12）。ここで注目すべきなのは、2011年前後で輸出における産地構造が大きく変容している点

である。2010年以前をみると、福島県、新潟県、栃木県、鳥取県が主に輸出していることが推

測でき、同年時点では福島県 39.9％、新潟県 24.8％、栃木県 13.9％、鳥取県 11.9％となってい

る。本稿で事例とする新潟県は合格本数が徐々に増加しているものの、最も大きなシェアを保持
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しているのは福島県というのが 2010年までの構造であった。ところが、2011年に原発事故が発

生したことにより、主産地のうち福島県と栃木県の両県の梨花芽穂木の輸出は認められなくなっ

た。日本の総合格本数が急減すると同時にそれまで第 2位であった新潟県が第 1位となり、2018

年では新潟県が占めるシェアは 58.4％になった。これにより、梨花芽穂木の輸出において新潟

県の取り組みの重要性がさらに高まったと言える。

3.2．梨花芽穂木の輸出に対する新潟県の取り組み
新潟県はこれまで JA 全農にいがた、県内の 6つの JA、物流企業が中心になり梨生産者から

集荷し輸出している（13）。そこでまず、日本における集荷から台湾での供給に至るまでの過程を

整理する。日本の梨生産者は 7月中旬に農林水産省と台湾の動植物防疫検疫局の検査官による生

産園地の査察を受け、11月から翌年 1月の間に梨花芽穂木の採取、選別、粗梱包といった作業

を行う。その後、各単協が集荷し、JA 全農にいがたと物流企業とともに集荷した分の検査や計

量が行われる（14）。梨花芽穂木は新潟空港にある植物防疫所において輸出検疫検査を受け、検査

に合格した後、台湾へ輸送される（15）。そして、台湾に到着した後、台湾の合作社により主に台

図 3 台湾向け梨花芽穂木の栽培地検査での合格本数
資料：植物防疫所「植物検疫統計」各年版より作成。
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中県の梨生産者に供給される。

JA 全農にいがたは 1997年に新潟県産梨花芽穂木の輸出に着手している。これまで輸出してき

た品種は、新興、豊水、幸水の 3品種である（16）。図 4は JA 全農にいがたを介した新潟県産梨

花芽穂木の輸出量の推移を表したものである。新潟県では 2008年には輸出量が 47 t となってお

り、同年までは増加傾向を示していた。しかし、その後は徐々に減少しており、2013年は 31 t、

2018年は 24 t となっている。また、品種別にみると 1997年以降、台湾側の需要に基づき一貫し

て新興が多い。古関（2012）では、台湾における各輸入団体の梨花芽穂木の品種別輸入量と日本

の供給地についても整理されており、当初、活着率のよい幸水や果実の大きい豊水の需要が大き

かったが、幸水については台湾で果実があまり大きくならなかったことから好まれなくなり、豊

水を中心としつつも、豊水よりも果実が大きく、果肉が緻密で柔らかい新興の輸入に重点が置か

れるようになったと指摘している。JA 全農にいがたの品種別輸出量をみると、2018年は新興が

19 t、豊水が 5 t となっている。このように幸水の輸出がない年もある一方で、新興は各年とも

数量が多い。梨花芽穂木の輸出の趨勢をみていくうえでは、新興の重要性は依然として大きいと

言えよう。

さらに、JA 全農にいがたでは、JA 担当者や植物防疫所との取扱会議を実施し、それを受けて

各 JA では出荷目合わせを実施している。このようにして県内の出荷生産者に対して輸出される

図 4 JA 全農にいがたを介した梨花芽穂木の輸出量の推移
註：図中の「その他」とは、豊水と幸水の合算値である。
資料：JA 全農にいがた資料より作成。
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梨花芽穂木の規格などを周知しているのである（17）。また、台湾側に対しても輸出業者により年

間 2回程度、台湾の実需者への営業活動がされているほか、JA 全農にいがたや各 JA、出荷生産

者によっても 2年に 1回ほどの頻度で台湾の実需者に対して営業活動をしているとのことであ

る。こうした JA 全農にいがたを中心とした産地組織によって県内の出荷生産者や台湾の実需者

とのコミュニケーションが成立しており、台湾の需要の把握、需要に基づいた供給が可能になっ

ている。

4．日本産梨花芽穂木の輸出の意義と課題

4.1．日本産梨花芽穂木の輸出の意義
梨花芽穂木の輸出の意義としては、①廃棄物から商材への転換と、②台湾梨生産者への生産支

援の 2つに集約することができる。①についてみると、日本の梨生産者にとって、輸出に着手す

る前は剪定により切り落とされた枝木は廃棄物であったが、輸出することにより商材になった。

2018年時点で、JA 全農にいがたでは梨花芽穂木の価格を 1,100～2,000円／kg で設定しており、

これに基づく収益は梨生産者にとって梨の生産過程で生まれた副産物と言える（18）。特に梨花芽

穂木の採取・出荷にかかる作業は 11月から始まるので冬季の収入の確保にもつながる。②につ

いてみると、台湾の特定地域の梨生産者にとって、台湾でもすでに高まってきた高品質梨への需

要に対応するには梨花芽穂木が必要であり、日本の輸出はこうした生産者への支援と捉えること

ができる。JA 全農にいがたへのヒアリング調査によると、原発事故の発生以降においても、台

湾側からの需要は減少しておらず、福島県産等の輸出がなくなったことで供給が需要に追い付い

ていない状況が続いているとのことである。依然として衰えていない需要に対して供給できる日

本国内産地は限定されていることから、一産地が果たす台湾への生産支援の意義はより一層高ま

っていると捉えられる。

4.2．輸出継続にあたっての課題
4.2.1．日本国内での産地間競争
日本国内をみれば、新潟県は栽培地での検査状況から大きなシェアをもっていると推測される

ものの、産地間競争や、県内であっても競合企業による生産者と梨花芽穂木の争奪が激化してい

る。JA 全農にいがたからも県内生産者に対して梨花芽穂木の出荷を定期的に依頼しているが、

実際には必ずしも JA 全農にいがたを介して輸出されるわけではなく、他の企業を介して輸出さ

れる場合もある。台湾の需要が依然として大きいという状況を鑑みれば、今後も、台湾側に単価

の引き上げを要請していき生産者の出荷のインセンティブを高めていくといった取り組みが求め

られるだろう。
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4.2.2．台湾における中国産との競争
日本側からみれば日本産梨花芽穂木の輸出は台湾向けにほぼ特化されている。その一方で台湾

側からみると、原発事故の発生を境に輸入構造が変化している。同事故の発生後、日本からの輸

入量が減少したため、2012年から新たに中国産梨花芽穂木の輸入を認めるようになったのであ

る（19）。この市場開放により、中国山東省からも輸入されるようになり、それまで続いていた日

本産の独占が崩れることになった。表 2は、台湾における梨花芽穂木の輸入の推移を表したもの

である。2011年まで台湾は日本からのみ輸入していたが、同年の原発事故の発生の影響もあり、

2012年は原発事故発生前の 2010年と比較すると輸入量は 156.3 t から 84.5 t へ、輸入額は

8,141.7万台湾元から 4,050.7万台湾元へとそれぞれ減少している。その後輸入された中国産の推

移をみると、2018年時点までをみれば、大きな市場シェアを占めるには至っていない。2018年

においても中国産の輸入量は 15.5 t であり 12.6％を占めるのみである。ここから日本産の独占

はなくなったものの、依然として日本産が大きな市場シェアを保持していることが分かる。ま

た、1 t 当たりの価格をみると、2018年は日本産が 49万 4,819台湾元／t であるのに対し、中国産

表 2 台湾における梨花芽穂木の輸入状況（単位：t、1,000台湾元、台湾元／t）

註：本表の数値は、財政部関務署「海関進出口統計」の貨品分類における「梨，未長根插穗及裔芽
（06021010）」を抽出したものである。

資料：財政部関務署「海関進出口統計」（http : //portal.sw.nat.gov.tw/APGA/GA30）より作成。（2019年 10月
21日参照）
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は 25万 0,000台湾元／tと両者には 2倍に近い価格差がある。日本産農林水産物の輸出にあたっ

てはこれまでも輸出先市場において他国産品と比較して高価格になり価格競争で不利になる、ま

たは高付加価値による高価格の妥当性が論じられてきた。2012年以降、中国産が輸入されたこ

とで、改めて日本産梨花芽穂木も高価格であることが示された。今後、日本産の輸出継続と現在

の輸出量・金額の規模の維持を図る上では、日本産と中国産の競合実態、中国産の品質にも注目

していく必要がある。

5．おわりに

本稿では、台湾で梨花芽穂木の需要が生まれる要因を踏まえたうえで、輸出にかかる産地対応

の課題について考察した。原発事故の発生により台湾が講じた規制措置をみると、台湾向け梨花

芽穂木の輸出では依然として産地ごとで輸出の許可不許可が分かれている。同事故の発生後では

輸出できる産地が限定され、現在輸出できる個々の産地の取り組みが輸出全体に与える影響は大

きくなったと推測される。その中で、本稿で事例とした新潟県では、これまで台湾への需要が特

に大きい新興を中心とした輸出を維持するため、県内梨生産者に対して出荷するよう促す一方

で、台湾に対しても現状の把握のためのコミュニケーションを継続している。需要過多の状況下

ではとりわけ前者の取り組みの意義は大きいと言える。

最後に、梨花芽穂木の輸出継続の可能性を検討するうえでの残された課題について 3点指摘し

たい。

1点目は、日本の梨生産者における出荷先の選択の実態である。本稿で言及したのは JA 全農

にいがたが把握している範囲のものである。これまで JA 全農にいがたなどが中心となり輸出に

かかる生産園地の検査を実施してきたが、輸出される新潟県産梨花芽穂木を集荷しているのは

JA 全農にいがただけではないことから、梨生産者の出荷先の選択についても検討する必要があ

る。このことで、輸出において大きなシェアをもってきた新潟県産がどのようなチャネルを通じ

て台湾のどの地域の梨生産者に供給されているのかという全体像を把握することが可能になる。

2点目は日本国内における産地間競争である。農林水産分野での日本産品の輸出では、複数の

産地がそれぞれ同一品目を輸出するというのも珍しくなく、梨花芽穂木でも同じ状況がみられ

る。鳥取県なども台湾に向けて梨花芽穂木を輸出しており、輸出の継続にはこうした他産地との

取扱価格の比較、台湾域内での供給先の競合実態を把握することも重要になる。

3点目は、台湾市場における中国産梨花芽穂木との競争である。中国からの梨花芽穂木の輸入

も開始され、2018年時点では依然として日本産が大きなシェアを占めているものの、今後は日

本産と中国産との競合実態についても、台湾の梨生産者の選択要因や生産状況とあわせて明らか

にしていく必要があるだろう。中国産梨花芽穂木は日本産と比較して低価格であり、梨生産者が

価格を重視した場合、中国産の需要が高まることも考えられるからである。
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以上の点については、今後の日台両地域での調査の中で別途検討したい。

註
⑴ 外需の獲得を図る場合、日本からの輸出の他にも海外直接投資がある。工場生産が可能な食品製造業
だけでなく、農業分野でも一部の主体が現地法人を設立させ、農地の集積を通じて、現地生産をすす
めてきた。しかし、一次産品の場合、農地をどのように集積するのかということや、日本が育成した
優良品種の海外流出の可能性といった課題も含まれることから、最終消費財の輸出という手段は今後
も求められる。

⑵ 特に輸出先に注目すれば、農林水産省「国・地域別の農林水産物・食品の輸出拡大戦略」では、日本
食材の浸透度に基づき、定着市場、有望市場、制約市場、開拓市場の 4つに分類している。

⑶ 最終消費材である梨の輸出に焦点を当てた研究成果としては、梨の輸出の背景を明らかにした池田
（1991）、輸出量減少下での産地のマーケティング戦略について言及している李・白武（2006）、梨の
輸出に関する産地の対応と生産者への経済的影響に明らかにした李・白武（2007）、台湾向け梨の輸
出にかかる産地組織の品質管理の課題について明らかにした佐藤（2013）、二十世紀梨の輸出で長い
歴史をもつ鳥取県の現状を整理した横田（2006）などがあり、攻めの農政への転換以前から成果が蓄
積されてきた。

⑷ 新興の場合は 12 cm 以上と規定されている。また、55 cm 以上のものについては中間で分割する。
⑸ 統計の制約上、梨花芽穂木のみの数値を抽出することはできない。そのため、本稿では、根を有しな
い挿穂及び接ぎ穂の分類で輸出動向を整理する。

⑹ 各品種でそれぞれ単価を抽出できる年から平均値を算出すると、横山梨 26.7台湾元／kg、新興 49.0台
湾元／kg、新世紀 70.7台湾元／kg、豊水 72.2台湾元／kg、幸水 88.2台湾元／kg となる。

⑺ 斎藤・陳（1984）による。
⑻ 当初から輸出していたのは福島県や鳥取県などであった。
⑼ 財務省「貿易統計」によると、梨の輸出額は 2018年時点で香港が 6.0億円（輸出総額の 60.1％）、台
湾が 2.6億円（輸出総額の 26.4％）となっている。なおこの数値は、統計品目番号 0808.30-000で抽
出したものである。（2019年 10月 15日参照）

⑽ 「梨接ぎ穂輸入検疫作業辨法」では、梨花芽穂木の輸出にかかる申請書類、新たな産地で梨花芽穂木
を輸出する場合の手順、各国政府の植物防疫検疫機関によって特定病害虫の防除が指導され特定病害
虫が発生する危険性がないことや防除に関して記録することといった輸入検疫条件の内容、輸出国の
産地における輸出検疫検査の手順、輸入検疫検査の手順などについて規定されている。

⑾ 梨花芽穂木の採取期間中は、日本の植物防疫検疫機関が採取、集荷、冷蔵の各段階で検査することに
なっている。

⑿ この図で示されているのは、栽培地検査における合格本数であるため、実際に輸出される本数ではな
い。しかし、輸出するためには栽培地検査で合格する必要があるため、本稿ではこの数値を採用す
る。

⒀ JA 全農にいがたは県内で生産された幸水、豊水、新高、新興、あきづきといった品種の梨も輸出し
ており、2018年時点で輸出量は 1.6 t となっている。しかし、輸出先は香港であり、梨花芽穂木との
競合はない。

⒁ 集荷された梨花芽穂木は各単協の果実保管用の冷蔵倉庫で保管される場合もある。
⒂ 新潟県では、梨花芽穂木の輸送手段として航空輸送を選択している。これは、日本からの出荷時期と
台湾で接ぎ木をする時期がほぼ重なっており、迅速性が求められるためである。

⒃ 3品種の中で、幸水のみ 2004年に輸出が開始されている。これら 3品種以外については、台湾におい
て味や玉太りといった面での課題があり輸出されていない。

⒄ 新潟県の梨花芽穂木の出荷生産者は 2016年が 298人、2018年が 280人となっている。なお、この数
値は、台湾へ輸出するために必要な登録認可を受けた生産者数であり、実出荷者数ではない。
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⒅ この価格は参考価格であり、実際には規格や品種により異なる。
⒆ 張（2014）では、日本産と中国産の輸入過程の差異が整理されている。
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